〔解説〕

(1) 構造体の構造耐震判定指標（ISO）に関する基本的な考え方

式(1)及び(2)で示したようにISOに対する基本的な考え方には、建築防災協会や建築研究振興協会・構造調査コンサルティング協会におけるISOと同様な要因を考慮している1),2)。しなしながら各指標値の算定には、以下の解説と付録に示すように最新の強震動地震学・地震工学の成果を取り入れている3)‐6)。

(2) 地域係数Z

Ｚは地震の地域係数であり、歴史地震や活断層、深層地盤構造などの影響を考慮し、当該敷地の解放工学的基盤で想定される地震動強さによる決定される係数である。Ｚの値は原則として建築基準法・同施行令によるが、関東平野を対象とした場合、図１に示すようにZone Ａ（南関東）とZone B（中・北関東）と分け、各ゾーンで表１の値を用いることができるとする。但し、学校校舎では文部科学省のチェックリストにより地域係数として１の値が要求される場合があることに注意を要する。

Zone Ａ、Bで用いる値は、関東平野における地震危険度と深層地盤構造を考慮して設定する。まず地震危険度では、関東平野の設計用地震動として考慮すべき震源としては、フィリピン海プレート上面におけるプレート境界型巨大地震（Ｍ８クラスの関東地震タイプ）や直下型地震（Ｍ７クラスの安政江戸地震タイプ）、活断層による地震がある。このうち活断層に関しては、文部科学省・地震調査研究推進本部などによる調査結果が公表されており6)、関東平野では神縄・国府津－松田断層の危険度が比較的高いと指摘されている。活断層近傍における強震動は、長周期パルス波や地表断層による大変位などの特徴ある地震動が現れ、長周期建築の入力地震動に配慮する必要である（例えば文献7））。但し、ここでは中低層の短周期建物を対象としているため、当該敷地の近くに活断層がある場合（10 km程度以内）には、地域係数は１を用いるものとする。以下、フィリピン海プレート上面におけるプレート境界型巨大地震（Ｍ８クラスの関東地震タイプ）を想定として、関東平野における地震動を評価する。

図２に関東平野におけるフィリピン海プレート上面の等深度線、及び1923年関東地震の断層面位置を示す9),10)。図には主要な歴史地震の震源位置（Ｍ6.7以上）も示しているが11)、関東平野の地震活動は北部より南部の方が活発である。さらにフィリピン海プレートは相模湾から北向きに沈み込んでいるため、プレート境界の地震は、北側ほど震源距離は深くなり、想定される地震動も小さくなる。従って設計用の地震動レベルは、関東平野の北部では南部に比べて小さく設定可能である。
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　プレート境界型巨大地震による地震動レベルを調べるため、統計的グリーン関数法を用い（ここでは等価点震源を用いる；詳細は付録(1)を参照）、図２に示すフィリピン海プレート上面にＭ８の地震を想定して、地震基盤における地震動を計算する3)。図３に震源深さdを10～50 kmとした時の加速度振幅スペクトルを示している。図には比較のため、1923年関東地震モデル8)と、より厳密な統計的グリーン関数法12)による小田原と本郷（東京）におけるスペクトルも示している（位相はランダムとして10波計算した値の平均値）。震源直上にある小田原でｄ=20 kmレベル、東京都本郷ではｄ=50 kmレベル以下である。

1923年関東地震の震源の最深部が25 km程度の深さにあることを考慮し、ここでは図１、２に示すようにフィリピン海プレート上面の約25 km深さを境に、関東平野の地震動レベルをZone A（南部）とZone B（北部）に分ける。Zone Aにおける地震動レベルは図３の小田原における地震動レベルを参考に、d=20 kmの地震動を、一方、Zone Bでは直下型の地震の可能性を考慮し、東京におけるプレート深さを規準に図３のｄ=30 kmを想定する。

続いて上で求めた地震基盤の地震動に、関東平野における深部地盤構造による増幅率を乗じて解放工学的基盤における地震動を求め、地震応答スペクトルを計算する。図４に文献13) による関東平野におけるＳ波速度3 km/s相当の地震基盤上面の等深度コンターを示す。関東平野は、関東山地など周辺部では岩盤が露頭しており、平野中心部では約3 kmに達する厚い堆積層が堆積している。図４には深部地盤構造の調査が行われた地点13)-22)も示しており、Ｓ波速度構造が推定されている。これらのデータから地震基盤から解放工学的基盤までの増幅率を計算し、地震動を求める。

増幅率の計算に際し、図５に示すように岩盤がほぼ地表近くに露呈しているZone 1（堆積層厚がほぼ0 km）、平野内の境界部周辺をZone 2（同0～1.25 km）、平野内部をZone 3（同1.25 km以上）、と３つのゾーンに分類し、各ゾーンの結果を統計的に処理する。増幅率の計算は重複反射理論を用いるが、その際、短周期地震動の評価に重要なＱ値（減衰）は、各ゾーンで付録(2)に示す値を用いる。
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　上で説明した手法と地盤モデル（深部地盤調査点におけるＳ波速度構造とＱ値）を用いて、解放工学的基盤における地震動を計算し、さらに加速度応答スペクトルを算出する。地震動を求める際に使用する位相スペクトルは、Ｍ８地震の震源断層直上の岩盤における地震動として1985年メキシコ地震によるLa Unionにおける地震記録のものを用いた。地震基盤における入力地震動はＡとＢの２種のゾーンに分かれ、深部地盤構造による増幅率は１から３の３種のゾーンに分かれる。このため、図６に示すように解放工学的基盤における地震動は合計６種に分類できる。図７に各ゾーンの解放工学的基盤における加速度応答スペクトル（平均）を示す。さらに、それを参考にして、各ゾーンにおける工学的基盤の設計用加速度応答スペクトル求め、その提案式を表５に示す。図７には提案した加速度応答スペクトルと、2000年に施行された改正基準法による解放工学的基盤における加速度応答スペクトルも示している。改正基準法による応答スペクトルと比べ、岩盤サイトであるZone A1の応答スペクトルは、薄い風化層の影響により短周期側で卓越しているが、長周期側では小さな値である。このため提案したスペクトルは改正基準法のスペクトルを短周期側にシフトしている。一方、平野境界部であるZone A2や平野内のZone A3では、短周期側ではほぼ改正基準法による応答スペクトルと同レベルであるが、周期約１秒以上の長周期側では厚い堆積層の影響でより大きな応答値を示している。従って、提案スペクトルではZone A2、A3の順で長周期成分を改正基準法のスペクトルより増幅させている。一方、北関東であるZone B1～B3では、対応するZone A1～A3の値より小さく、ここではZone A1～A3の値に0.9倍した値を用いている。

以上の結果により、フィリピン海プレート上面にＭ８地震を設定し、入力地震動レベルと関東平野の深部地盤構造を考慮して６つに分類した各ゾーン（図６）において、解放工学的基盤における表５に示した設計用加速度応答スペクトルを求めた。南関東（Zone A）では、岩盤・平野境界・平野内のどの地盤ゾーン（Zone 1～3）でも短周期側は、ほぼ改正基準法（800 gal）と同レベルであった。従って、Zone Aにおける地域係数Ｚは、基準法による関東平野の値である１を用いる。一方、北関東（Zone B）では、Zone Aにおける応答スペクトルの約0.9倍程度以下の値であったため、Zone Bでは、地域係数Ｚとして0.9の値を用いる。一方、長周期側では、岩盤地域（Zone 1）では改正基準法（80 kine）より小さい値であったが、平野境界部（Zone 2）、平野内（Zone 3）では改正基準法より大きな値となる（図７および表５）。なお、ここ用いた手法は短周期のランダムな地震動を想定しており、震源近傍に発生する長周期パルス波や、関東平野の堆積盆地構造に起因する盆地端部効果（エッジ効果）や堆積層表面波などは想定していない。従って長周期の建物を対象とする場合は、さらにこれらの要因にも配慮する必要がある。最後に表５の応答スペクトルを満たす地震動（マニュアル波）の作成プログラムを付録(6)に紹介しており、ソースプログラムもWeb上で公開しているので参照されたい。
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図２　フィリピン海プレート上面の等深度図、歴史


地震の震源位置（M6.7以上）の震源、及び1923年


関東地震の断層面位置		
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図３ 地震基盤における統計的震源モデル（Ｍ８地震）による加速度フーリエ振幅スペクトル、





図６　工学的基盤におけるゾーンの分類





図５　深層地盤構造によるゾーンの分類

































































図７　図６の各ゾーンの解放工学的基盤における加速度応答スペクトル（平均値）






































表５　解放工学的基盤における加速度応答スペクトルの提案式


（h=0.05）








図４　S波速度測定位置とS波速度3km/s層上面
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